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令和２年度第７回高松市農業委員会定例総会議事録 

 

 開催日時  令和２年10月12日（月）午後２時開会 

 

 開催場所  高松市役所13階大会議室 

 

 出席委員 18人 

１番  三笠 輝彦（会長） 

３番  佐竹 博巳 

４番  佃  俊子 

５番  太田 政美 

６番 髙砂 清一（会長職務代理者第１） 

８番  森口  憲司 

９番  三好 義光 

10番  赤松 貞廣 

11番  谷口 勝幸 

12番  真鍋 芳治 

14番  冨本 正樹（会長職務代理者第２） 

16番  藤澤 鶴夫 

17番  河野 光明 

18番  原田 和幸 

20番  谷上  諭 

22番  橋田 行子 

23番  神内 茂樹 

24番 古川 浩平 

 欠席委員 ６人 

２番 真鍋 俊二 

７番 瀧本 繁樹 

13番  佃  光廣 

15番 河田  薫 

19番  森  吉朝 

21番  宮武 正明 

 

  農業委員会事務局出席者 
事 務 局 長   
兼 農 政 課 長 南  岳志 

農政課長補佐 西谷 茂浩 

農政管理係長 浮田 政宏 

農 地 係 長 多田 利浩 

副 主 幹 中野 清作 

副 主 幹 古免 範彰 

主 査 田山 元太 

主 任 主 事 川西 好春 
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議事日程 

第１ 議事録署名委員の指名 

第２ 議案第１号 ア 農地法第18条第６項の規定による通知について 

イ 使用貸借に係る農地返還通知について（報告） 

議案第２号  農地法第４条第１項の規定による許可申請について 

（特別議案） 

議案第３号  農地法第４条第１項の規定による許可申請について 

（一般議案） 

議案第４号 農地法第５条第１項の規定による許可の取消願について 

議案第５号 農地法第５条第１項の規定による許可後の事業計画変更申請について 

議案第６号 農地法第５条第１項の規定による許可後の承継を伴う事業計画変更申請 

について 

議案第７号  農地法第５条第１項の規定による許可申請について 

（特別議案） 

議案第８号  農地法第５条第１項の規定による許可申請について 

（一般議案） 

議案第９号  農地法第３条第１項の規定による許可申請について 

議案第10号 競公売買受適格証明願について 

議案第11号  非農地証明願について 

議案第12号  相続税の納税猶予に関する適格者証明願について 

議案第13号 みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例第16条第１項及び第18条

第１項の規定による開発計画に対する意見について 

議案第14号 採石法第33条の６の規定による採取計画認可申請に対する意見について 

議案第15号 土地改良事業の非農用地区域の設定に対する意見について 

議案第16号 農用地利用集積計画及び配分計画の決定について 

議案第17号 令和３年度高松市農地等利用最適化推進施策等に関する改善意見(案)

について 

報   告 農地法第４条第１項、第５条第１項関係許可状況について 
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議    長（会長） ただ今から令和２年度第７回高松市農業委員会定例総会を開会いたします。 

本日の出席委員は24人中18人で、定例総会は成立しております。 

なお、真鍋 俊二委員、瀧本委員、佃 光廣委員、河田委員、森委員、宮武委員から欠席と

の連絡を受けております。 

それではまず、日程第１ 議事録署名委員の指名でありますが、私から指名することに御異

議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がありませんので、議事録署名委員は９番三好委員及び10番赤松委員の御両

名を指名いたします。 

次に、日程第２ 議事に入ります。 

まず、議案第１号 ア 農地法第18条第６項の規定による通知について、イ 使用貸借に係る

農地返還通知についてを議題といたします。 

事務局の説明を求めます。 

田山主査 議案第１号 ア 農地法第18条第６項の規定による通知について御説明申しあげま

す。 

議案書１ページをお開きください。 

１番から３番までは、賃貸人自ら耕作するため農業経営基盤強化促進法による賃貸借契約を

合意解約したもので、離作補償はありません。 

４番は、賃貸人に転用予定があるため残存小作による賃貸借契約を合意解約したもので、離

作補償はありません。 

２ページを御覧ください。 

５番・６番は、賃貸人が耕作するため農業経営基盤強化促進法による賃貸借契約を合意解約

したもので、離作補償はありません。 

７番も、賃貸人が耕作するため残存小作による賃貸借契約を合意解約したもので、離作補償

はありません。 

８番も、賃貸人が耕作するため農業経営基盤強化促進法による賃貸借契約を合意解約したも

ので、離作補償はありません。 

９番・10番は、賃貸人に売却予定があるため農地中間管理事業を活用した賃貸借契約を合意

解約したもので、離作補償はありません。 

11番から次の３ページの13番までは、賃貸人が耕作するため農地法による賃貸借契約を合意

解約したもので、離作補償はありません。 

14番は、賃貸人が転用するため残存小作による賃貸借契約を合意解約したもので、離作補償

はありません。転用の内容については、農地法第４条第１項の規定による許可申請11番のとお

りです。 

15番は、賃貸人に転用予定があるため残存小作による賃貸借契約を合意解約したもので、離

作補償はありません。 
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16番は、賃貸人が耕作するため農業経営基盤強化促進法による賃貸借契約を合意解約したも

ので、離作補償はありません。 

17番は、賃貸人が第三者に売却するため農業経営基盤強化促進法による賃貸借契約を合意解

約したもので、離作補償はありません。売却の内容については、農地法第３条第１項の規定に

よる許可申請９番のとおりです。 

次に、イ 使用貸借に係る農地返還通知について御説明申しあげます。 

議案書４ページを御覧ください。 

１番は、貸人が耕作するため返還を受けたものです。 

２番は、第三者が転用するため返還を受けたものです。転用の内容については、農地法第５

条第１項の規定による許可申請所有権３番のとおりです。 

３番は、後継者移譲により経営移譲年金を受給中ですが、使用貸借権を再設定するに当たり、

農地法から農業経営基盤強化促進法に切り替えるため返還を受けたものです。 

４番・５番は、借受人を変更及び、一部は貸人が耕作するため返還を受けたものです。 

５ページをお開きください。 

６番は、後継者移譲により経営移譲年金を受給中ですが、使用貸借権を再設定するに当たり、

農地法から農業経営基盤強化促進法に切り替えるため返還を受けたものです。 

７番は、第三者が転用するため返還を受けたものです。転用の内容については、農地法第５

条第１項の規定による許可申請所有権５番のとおりです。 

８番は、後継者移譲により経営移譲年金を受給中ですが、使用貸借権を再設定するに当たり、

農地法から農業経営基盤強化促進法に切り替えるため返還を受けたものです。 

９番・10番は、貸人が耕作するため返還を受けたものです。 

６ページを御覧ください。 

11番は、第三者が転用するため返還を受けたものです。転用の内容については、農地法第５

条第１項の規定による許可申請所有権14番のとおりです。 

12番・13番は、借受人を変更及び、一部は貸人が耕作するため返還を受けたものです。 

14番は、貸人が耕作するため返還を受けたものです。 

15番・16番は、貸人へ他の農地を貸し付けており、他の農地の貸借期間満了に伴い、その貸

借期間に合わせるためいったん返還したものです。 

17番は、貸人が孫へ贈与するため返還を受けたものです。 

18番は、貸人が耕作するため返還を受けたものです。 

以上、議案第１号 ア 農地法第18条第６項の規定による通知について17件、イ 使用貸借に

係る農地返還通知について18件、御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議   長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第１号は通知のとおり受理することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議   長 御異議がないようでありますので、議案第１号は通知のとおり受理することに決定
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いたしました。 

次に、議案第２号 農地法第４条第１項の規定による許可申請の特別議案についてを議題と

いたします。 

現地調査の概要を髙砂会長職務代理者から報告をお願いいたします。 

髙砂会長職務代理者 現地調査委員の髙砂です。 

 今回の特別現地調査委員は、三好委員、赤松委員と私の３名で、本日午前中に現地調査を実

施しました。 

 農地法第４条第１項の規定による許可申請の特別議案は香川県農業会議の常設審議委員会の

現地確認調査を実施しています。内容については、現地調査委員を代表して三好委員から報告

をお願いします。 

三好委員 現地調査委員の三好です。 

 議案第２号 農地法第４条第１項の規定による許可申請の特別議案について説明申しあげま

す。 

 別紙の４条特別議案書を御覧ください。 

 本件の申請地は、高松市立庵治中学校南東1.3キロメートルに在り、発電出力400キロワット、

パネル１枚の面積約1.86平方メートルを1,576枚、９基の太陽光発電設備用地として転用申請す

るものです。 

 立地基準については、第２種農地に区分されますが、申請者は高齢に伴い体力的に農業を続

けることが困難となり売電事業により安定した収入を得ようとするもので、転用理由と農地区

分については適当であると考えます。 

 一般基準については、資金計画も妥当であり、令和２年６月12日に再生可能エネルギー発電

事業計画の認定を受け転用の確実性が認められ、隣接農地関係者の同意も得ており、被害防除

措置も適切であると考えます。農道・水路の用途廃止を含め併用宅地等が604.86平方メートル

あります。 

 現地調査の結果、特に問題はありませんでした。 

 以上、議案第２号 農地法第４条第１項の規定による許可申請の特別議案１件であります。 

許可の決定をいただき、香川県農業会議での意見聴取においても許可相当の決定を得た場合、

許可書を交付する旨審議いただきますよう、よろしくお願いします。 

議   長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第２号 農地法第４条第１項の規定による許可申請の特別議案については

許可することに、また、香川県農業会議から許可相当の意見決定を得た後、許可書を交付する

ことに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議   長 御異議がないようでありますので、議案第２号 農地法第４条第１項の規定による

許可申請の特別議案については許可することに決定いたしました。なお、香川県農業会議から

許可相当の意見決定を得た後、許可書を交付することにいたします。 
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次に、議案第３号 農地法第４条第１項の規定による許可申請の一般議案についてを議題と

いたします。 

事務局の説明を求めます。  

中野副主幹 議案第３号 農地法第４条第１項の規定による許可申請の一般議案について御説

明申しあげます。 

議案書７ページをお開きください。 

１番は、不動産業を営む申請者が貸店舗・事務所用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、隣接農地関係者との調整もできており、被害防除措置も適切であると

考えます。併用宅地が699.14平方メートルあります。 

２番は、貸住宅の宅地拡張用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、隣接に農地はなく、被害防除措置も適切であると考えます。併用宅地

等が142.01平方メートルあります。 

３番は、共同住宅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。併用公衆用道路が570平方メート

ルあります。 

４番は、経営する共同住宅への露天貸駐車場用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、隣接農地関係者との調整もできており、被害防除措置も適切であると

考えます。 

５番は、農家住宅の宅地拡張用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、隣接農地は申請者の農地のみで、被害防除措置も適切であると考えま

す。併用宅地が409.05平方メートルあります。 

６番は、農家住宅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、現在の農家住宅が老朽化し、敷地替え

をするもので、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と
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の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。 

７番は、納屋用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、農業経営施設であり、転用理由と農地

区分については適当であると考えます。 

一般基準については、隣接に農地はなく、被害防除措置も適切であると考えます。併用宅地

が278.02平方メートルあります。 

８番は、農家住宅拡張用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、平成12年に農家住宅を新築した際、誤

って敷地としたもので、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、隣接農地関係者との調整もできており、被害防除措置も適切であると

考えます。併用宅地が382.01平方メートルあります。 

８ページを御覧ください。 

10番は、発電出力200キロワット、パネル１枚の面積約1.68平方メートルを936枚、11基の太

陽光発電設備用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、自宅から近く、施設の維持管理が容易

であることから、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、令和２年６月12日に再生可能エネルギー発電

事業計画変更の認定を受け転用の確実性が認められ、隣接農地関係者の同意も得ており、被害

防除措置も適切であると考えます。併用宅地が980.48平方メートルあります。 

11番は、盆栽業を営む申請者が露天資材置場用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、転用の確実性が認められ、隣接農地は申請者の農地のみで、被害防除

措置も適切であると考えます。農地法第18条第６項の規定による通知14と関連しています。 

12番は、農家住宅への進入路用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、隣接農地は申請者の農地のみで、被害防除措置も適切であると考えま

す。併用宅地が655.56平方メートルあります。 

13番は、発電出力49.5キロワット、パネル１枚の面積約1.64平方メートルを257枚、６基の太

陽光発電設備用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、申請者は高齢に伴い体力的に農業を続

けることが困難となり売電事業により安定した収入を得ようとするもので、転用理由と農地区

分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、平成31年３月２日に再生可能エネルギー発電

事業計画の認定を受け転用の確実性が認められ、隣接農地関係者の同意も得ており、被害防除
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措置も適切であると考えます。 

以上、議案第３号 農地法第４条第１項の規定による許可申請の一般議案について12件、御

審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第３号 農地法第４条第１項の規定による許可申請の一般議案については

許可することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第３号 農地法第４条第１項の規定による

許可申請の一般議案については許可することに決定いたしました。 

次に、議案第４号 農地法第５条第１項の規定による許可の取消願についてを議題といたし

ます。 

事務局の説明を求めます 

古免副主幹 議案第４号 農地法第５条第１項の規定による許可の取消願について御説明申し

あげます。 

 議案書９ページをお開きください。 

 本件は、令和元年５月31日付けで併用宅地1,401.45平方メートルの店舗への進入路用地とし

て許可を得ていましたが、転用計画廃止により許可の取消願が提出されたものです。 

以上、議案第４号 農地法第５条第１項の規定による許可の取消願について１件、御審議い

ただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第４号 農地法第５条第１項の規定による許可の取消願については受理す

ることに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第４号 農地法第５条第１項の規定による

許可の取消願については受理することに決定いたしました。 

次に、議案第５号 農地法第５条第１項の規定による許可後の事業計画変更申請についてを

議題といたします。 

事務局の説明を求めます 

古免副主幹 議案第５号 農地法第５条第１項の規定による許可後の事業計画変更申請につい

て御説明申しあげます。 

 議案書10ページを御覧ください。 

 １番は、平成30年11月12日付けで仮設事務所・露天資材置場・駐車場用地として一時転用許

可を得、その後、令和元年10月10日付けで工事期間を延長する事業計画の変更承認を得ていま

したが、この度、３年11月11日までの間再延長するため事業計画変更申請するものです。 

 ２番・３番も、令和元年８月９日付けで仮設露天重機・資材置場、並びに仮設露天資材・建

設残土置場用地として一時転用許可を得、その後、令和２年６月10日付けで工事期間を延長す
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る事業計画の変更承認を得ていましたが、この度、２年11月30日までの間再延長するため事業

計画変更申請するものです。 

 ４番は、令和２年２月10日付けで露天貸資材置場用地として許可を得ていましたが、転用行

為に至らず、この度、転用区域の拡張及び工事期間を令和３年１月15日まで変更するため事業

計画変更申請するものです。転用区域を拡張する新たな農地法第５条第１項の規定による許可

申請所有権９番が同時に申請されています。 

 ５番は、令和元年８月９日付けで21区画の宅地分譲用地として許可を得ていましたが、その

うち、３区画を共同住宅の敷地用地に変更するため事業計画変更申請するものです。 

以上、議案第５号 農地法第５条第１項の規定による許可後の事業計画変更申請について５

件、御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第５号 農地法第５条第１項の規定による許可後の事業計画変更申請につ

いては受理することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第５号 農地法第５条第１項の規定による

許可後の事業計画変更申請については受理することに決定いたしました。 

次に、議案第６号 農地法第５条第１項の規定による許可後の承継を伴う事業計画変更申請

についてを議題といたします。 

事務局の説明を求めます 

古免副主幹 議案第６号 農地法第５条第１項の規定による許可後の承継を伴う事業計画変更

申請について御説明申しあげます。 

議案書11ページをお開きください。 

 本件は、平成22年６月25日付けで道路用地として転用許可を得ていましたが、必要性がなく

なったことから、新たな承継者が隣接農地と一体的に露天貸駐車場農地として利用するため許

可後の承継を伴う事業計画変更申請するものです。隣接農地については、農地法第５条第１項

の規定による許可申請所有権８番が同時に申請されています。 

以上、議案第６号 農地法第５条第１項の規定による許可後の承継を伴う事業計画変更申請

について１件、御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議   長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第６号については承認することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議   長 御異議がないようでありますので、議案第６号については承認することに決定いた

しました。 

次に、議案第７号 農地法第５条第１項の規定による許可申請の特別議案についてを議題と

いたします。 

それでは、４条特別議案に引き続いて髙砂会長職務代理者から報告をお願いいたします。 
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髙砂委員 現地調査委員の髙砂です。 

今回の農地法第５条第１項の規定による許可申請の特別議案のうち、所有権の２番は、香川

県農業会議の常設審議委員会の現地確認調査を実施しています。内容については、４条特別議

案に引き続き三好委員から報告をお願いします。 

三好委員 議案第７号 農地法第５条第１項の規定による許可申請の特別議案の所有権につい

て説明申しあげます。 

別紙の５条特別議案書を御覧ください。 

１番の申請地は、国立香川高専高松キャンパス北800メートルに在り、建設業を営む法人の代

表者が、法人の業務拡大に伴い新たな露天貸資材置場用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、代替地の検討もされた結果、申請地は

計画変更する農地及び併用宅地と合わせて5,000平方メートル以上あり、新たに受注した事業の

ための鉄骨資材の置場や土砂の搬出入に必要なスペースが確保でき作業効率が良く、また、国

道11号線や県道にも近く資材の搬送にも便利であることから、転用理由と農地区分については

適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者の

同意も得ており、被害防除措置も適切であると考えます。併用宅地が893.20平方メートルあり

ます。農地法第５条第１項の規定による許可後の事業計画変更申請４番と関連しています。な

お、本来であれば利用する法人が転用者となるところですが、資金面の関係から代表者個人が

取得し法人へ貸し付けるもので、合理的な理由があると考えます。 

現地調査の結果、隣接で今後も利用する既存住宅の給排水機能を確保するよう指導していま

す。 

２番の申請地は、高松市立国分寺南部小学校南東1.7キロメートルに在り、社会福祉法人であ

る転用者が、現在申請地西側で行っている障がい者就労支援事業に加え、ニーズが増えている

グループホームを運営するため宿舎を建築する目的で転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、代替地の検討もされた結果、県道国分

寺中通り線に近く交通の利便性が良く、既存支援施設と隣接し管理し易いことから、転用理由

と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。併用宅地が180.11平方メートル

あります。 

現地調査の結果、特に問題はありませんでした。 

以上、議案第７号 農地法第５条第１項の規定による許可申請の特別議案所有権２件であり

ます。 

許可の決定をいただき、香川県農業会議での意見聴取においても許可相当の決定を得た場合、

許可書を交付する旨御審議いただきますよう、よろしくお願いします。 

議   長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで
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ありますので、議案第７号 農地法第５条第１項の規定による許可申請の特別議案については

許可することに、また、香川県農業会議から許可相当の意見決定を得た後、許可書を交付する

ことに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議   長 御異議がないようでありますので、議案第７号 農地法第５条第１項の規定による

許可申請の特別議案については許可することに決定いたしました。なお、香川県農業会議から

許可相当の意見決定を得た後、許可書を交付することにいたします。 

次に、議案第８号 農地法第５条第１項の規定による許可申請の一般議案についてを議題と

いたします。 

事務局の説明を求めます。 

古免副主幹 議案第８号 農地法第５条第１項の規定による許可申請の一般議案について、ま

ず、所有権移転の案件について御説明申しあげます。 

議案書12ページを御覧ください。 

１番は、分家住宅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地は所有者

の農地のみで、被害防除措置も適切であると考えます。農地法第５条第１項の規定による許可

申請使用貸借２番と一体利用するものです。 

２番は、宅地分譲用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接に農地はなく、

被害防除措置も適切であると考えます。 

３番は、道路拡幅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、土地改良区が農道拡幅するもので、転

用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者との調整もできており、被

害防除措置も適切であると考えます。使用貸借に係る農地返還通知２番と関連しています。 

４番の転用者は、インターネット通販を営む法人の代表者で、当該法人への貸事務所用地と

して転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、代替地の検討もされた結果、自宅に近

く維持管理がし易いことから、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。 

５番の転用者は、認定こども園を経営しており、父兄及び職員への露天駐車場用地として転
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用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、代替地の検討もされた結果、市道を挟

んでこども園の敷地に隣接しており、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。使用貸借に係る農地返還通知７

番と関連しています。 

６番の転用者は、中古車販売業を自営しており、新規にレンタカー業務を始めるため露天駐

車場用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接に農地はなく、

被害防除措置も適切であると考えます。 

７番の転用者は、鉄工所を自営しており資材置場が手狭なことから、既存鉄工所を拡張する

形で露天資材置場用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、既存鉄工所を拡張するもので、転用理

由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。併用宅地が238.10平方メートル

あります。 

８番は、近隣住民への露天貸駐車場用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、代替地の検討もされた結果、自宅に近

く施設の維持管理も容易なことから、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、近隣住民からの利用申込みもあり転用の確実性が認められ、隣接に農

地はなく、被害防除措置も適切であると考えます。農地法第５条第１項の規定による許可後の

承継を伴う事業計画変更申請１番と関連しています。 

10番は、宅地分譲用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。併用公衆用道路が23.12平方メー

トルあります。 

13ページをお開きください。 

11番の転用者は、温泉を営む法人の役員で、当該法人への露天貸駐車場用地として転用申請

するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、慢性的な来客用の駐車場不足を解消す

るため既存施設を拡張するもので、他の土地に代えて転用することができないことから、転用
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理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接に農地はなく、

被害防除措置も適切であると考えます。併用宅地が1,405.38平方メートルあります。 

なお、本来であれば利用する法人が転用者となるところですが、資金面の関係から役員個人

が取得し法人へ貸し付けるもので、合理的な理由があると考えます。 

13番の転用者は、板金業を自営しており資材置場が不足していることから、露天資材・車両

置場用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、代替地の検討もされた結果、既存事務

所に隣接し管理し易く、利便性が良いことから、転用理由と農地区分については適当であると

考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接に農地はな

く、被害防除措置も適切であると考えます。 

14番は、宅地分譲用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。併用宅地が15.95平方メートル

あります。使用貸借に係る農地返還通知11番と関連しています。 

15番は、非農家の自己住宅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、代替地の検討もされた結果、仕事の都

合上、取引先に最も近い場所を選定したもので、転用理由と農地区分については適当であると

考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。 

14ページを御覧ください。 

16番の転用者は、土木工事業を営む法人の代表者で、既存車両置場が手狭なことから、当該

法人への露天貸車両置場用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、既存資材置場・車両置場を拡張するも

ので、他の土地に代えて転用することができないことから、転用理由と農地区分については適

当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接に農地はなく、

被害防除措置も適切であると考えます。併用雑種地が685平方メートルあります。 

なお、本来であれば利用する法人が転用者となるところですが、既存施設も代表者個人が取

得し法人へ貸し付けており、合理的な理由があると考えます。 

17番の転用者は、電気工事業を営む法人の代表者で、現在作業車、従業員の駐車場が十分で

はなく路上駐車を解消するため当該法人への露天貸駐車場用地として転用申請するものです。 
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立地基準については、第２種農地に区分されますが、農道を挟んで本社事務所に隣接し、他

の土地に代えて転用することができないことから、転用理由と農地区分については適当である

と考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。 

なお、本来であれば利用する法人が転用者となるところですが、資金面の関係から代表者個

人が取得し法人へ貸し付けるもので、合理的な理由があると考えます。 

続きまして、賃借権による転用申請を御説明申しあげます。 

議案書15ページをお開きください。 

１番は、不動産業を営む転用者が貸老人福祉施設・保育所用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接に農地はなく、

被害防除措置も適切であると考えます。 

２番は、通信機器の販売業を営む転用者が店舗用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地は所有者

の農地のみで、被害防除措置も適切であると考えます。併用宅地が266.31平方メートルありま

す。 

３番は、携帯電話の無線基地局の新設・撤去工事に伴う仮設道路として令和２年11月１日か

ら３年３月31日までの間一時転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、工事に欠かせない仮設道路であり、転

用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、農地復元の確実性が認められ、隣接農地関係者との調整もできており、

被害防除措置も適切であると考えます。 

４番は、ガソリンスタンドを経営している転用者が、業務拡大に伴う露天駐車場拡張用地と

して転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、既存施設を拡張するもので、他の土地

に代えて転用することができないことから、転用理由と農地区分については適当であると考え

ます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。併用雑種地が297平方メートルあ

ります。 

続きまして、使用貸借による転用申請を御説明申しあげます。 

16ページを御覧ください。 
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１番は、祖父所有の農地を借り受けて分家住宅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、第２種農地に区分されますが、実家に近く両親の面倒が見られること

から、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地関係者と

の調整もできており、被害防除措置も適切であると考えます。 

２番も、父所有の農地を借り受けて分家住宅の宅地拡張用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、実家に隣接

し農業の手伝いがし易いことから、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地は所有者

の農地のみで、被害防除措置も適切であると考えます。農地法第５条第１項の規定による許可

申請所有権１番と一体利用するものです。 

３番も、義祖父所有の農地を借り受けて分家住宅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、妻の実家に

隣接し祖父の面倒が見られることから、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接に農地はなく、

被害防除措置も適切であると考えます。 

４番も、父所有の農地を借り受けて分家住宅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、実家に近く

子どもの面倒を見てもらえることから、転用理由と農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地は所有者

の農地のみで、被害防除措置も適切であると考えます。 

５番も、来年４月に香川県へ転勤することとなり、父所有の農地を借り受けて分家住宅用地

として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地は所有者

の農地のみで、被害防除措置も適切であると考えます。 

６番も、祖父所有の農地を借り受けて分家住宅用地として転用申請するものです。 

立地基準については、用途地域が定められている農地で第３種農地に区分され、転用理由と

農地区分については適当であると考えます。 

一般基準については、資金計画も妥当であり、転用の確実性が認められ、隣接農地は所有者

の農地のみで、被害防除措置も適切であると考えます。 

以上、議案第８号 農地法第５条第１項の規定による許可申請の一般議案所有権15件、賃借

権４件、使用貸借６件、計25件について御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議   長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようであ

りますので、議案第８号 農地法第５条第１項の規定による許可申請の一般議案については許



 

16 

可することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第８号  農地法第５条第１項の規定による

許可申請の一般議案については許可することに決定いたしました。 

次に、議案第９号 農地法第３条第１項の規定による許可申請についてを議題といたします。 

事務局の説明を求めます。 

田山主査 議案第９号 農地法第３条第１項の規定による許可申請のうち、まず、所有権移転

について御説明申しあげます。 

議案書17ページをお開きください。 

１番は、譲渡人が農業を廃止することから、経営規模の拡大を希望する譲受人へ譲り渡すも

ので、取得後は水稲を作付けするものです。 

全部効率利用要件・農作業常時従事要件・下限面積要件・地域との調和要件は全て満たして

います。なお、２番以下の案件については、問題になると判断された審査基準等についてのみ

御説明させていただきます。 

２番も、譲渡人が農業を廃止することから、経営規模の拡大を希望する譲受人へ譲り渡すも

ので、取得後は水稲を作付けするものです。 

３番も、譲渡人が農業を廃止することから、経営規模の拡大を希望する譲受人へ譲り渡すも

ので、取得後は水稲を作付けするものです。 

４番も、譲渡人が農業を廃止することから、経営規模の拡大を希望する譲受人へ譲り渡すも

ので、取得後は水稲を作付けするものです。 

５番は、譲渡人が兼業により経営を縮小することから、経営規模の拡大を希望する譲受人へ

譲り渡すもので、取得後は水稲を作付けするものです。 

６番は、譲渡人が労力不足であることから、経営規模の拡大を希望する譲受人へ譲り渡すも

ので、取得後は水稲を作付けするものです。 

７番は、譲渡人が農業を廃止することから、新規営農する譲受人へ譲り渡すもので、取得後

は野菜を栽培するものです。なお、下限面積については農地法第３条第１項の規定による許可

申請賃借権１番が同時に提出されており、要件は満たします。 

18ページを御覧ください。 

８番は、譲渡人が労力不足であることから、経営規模の拡大を希望する譲受人へ譲り渡すも

ので、取得後は水稲を作付けするものです。 

９番も、譲渡人が労力不足であることから、経営規模の拡大を希望する譲受人へ譲り渡すも

ので、取得後は水稲を作付けするものです。農地法第18条第６項の規定による通知17番と関連

しています。 

次に、農地法第３条第１項の規定による許可申請のうち、賃借権について御説明申しあげま

す。 

19ページをお開きください。 
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本件は、新規営農を希望する借人が３年間借り受けて田については水稲を、畑についてはミ

カンを栽培するものです。農地法第３条第１項の規定による許可申請所有権７番と関連してい

ます。 

以上、議案第９号 農地法第３条第１項の規定による許可申請所有権移転９件、賃借権１件、

御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第９号 農地法第３条第１項の規定による許可申請については許可するこ

とに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第９号 農地法第３条第１項の規定による

許可申請については許可することに決定いたしました。 

次に、議案第10号 競公売買受適格証明願についてを議題とします。 

事務局の説明を求めます。 

田山主査 議案第10号 競公売買受適格証明願について御説明申しあげます。 

 議案書20ページを御覧ください。 

 本件は、高松地方裁判所の差押に基づき民事執行法による強制執行に対し、申請人が耕作目

的により入札するため証明願があったもので、農地法第３条の審査基準による審査した結果、

適格要件を満たしていました。なお、入札期限が令和２年10月９日までと迫っていましたので、

会長専決により同月６日に適格証明書を交付しています。 

また、申請人が競落した場合、売却決定期日までに農地法第３条第１項の規定による許可書

を裁判所へ提出しなければならないことから、定例総会の開催日との関係上、証明書交付時と

事情が異なっている場合を除き、会長専決により許可書を交付してもよい旨の御議決も併せて

御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。 

真鍋芳治委員 議長  12番。 

議    長 12番  真鍋芳治委員。 

真鍋芳治委員 適格要件を満たしていたので会長専決により証明書を交付していますが、どの

ような要件を満たしているのですか。 

議    長 事務局  答弁を求めます。 

多田農地係長 先ほど、担当者から説明がありましたように、農地法第３条の審査基準である

全部効率利用要件・農作業常時従事要件・下限面積要件・地域との調和要件を満たしていると

いうことで、特に全部効率利用要件については、申請人の経営農地は全て仲多度郡まんのう町

に在り、同町農業委員会が交付している耕作証明書及び精農審査表から適正に耕作しているこ

とを確認しています。また、本件農地はまんのう町の農地よりも通作距離が短いことから適正

に管理できると考えています。 

議    長 真鍋委員。今の説明でよろしいですか。   「「はい」との声あり」   他に
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御発言がないようでありますので、議案第10号 競公売買受適格証明願については専決処分を、

また、３条許可書の交付についても専決することを承認することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第10号 競公売買受適格証明願については

承認することに決定いたしました。 

次に、議案第11号 非農地証明願についてを議題といたします。 

事務局の説明を求めます。 

中野副主幹 議案第11号 非農地証明願について御説明申しあげます。 

議案書21ページをお開きください。 

本件は、平成元年ごろから20年以上にわたり耕作放棄されたため自然潰廃し、農地としての

復旧が著しく困難になったもので、非農地証明事務処理要領「耕作不適当等のやむを得ない事

情により、20年以上にわたり耕作放棄されたため自然潰廃し、農地としての復旧が著しく困難

になった土地」に該当するものです。 

 以上、議案第11号 非農地証明願について１件、御審議いただきますよう、よろしくお願い

いたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第11号 非農地証明願については非農地相当として証明することに御異議

ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第11号 非農地証明願については非農地相

当として証明することに決定いたしました。 

 次に、議案第12号 相続税の納税猶予に関する適格者証明願についてを議題とします。 

 事務局の説明を求めます。 

田山主査 議案第12号 相続税の納税猶予に関する適格者証明願について御説明申しあげま

す。 

 議案書22ページを御覧ください。 

１番から３番までは、被相続人から３人が分割相続したもので、現地調査した結果、証明願

があった農地全て適正に管理されていました。また、被相続人及び各相続人とも適格要件を満

たしています。 

以上、議案第12号 相続税の納税猶予に関する適格者証明願について３件、御審議いただき

ますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第12号 相続税の納税猶予に関する適格者証明願については証明すること

に御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第12号 相続税の納税猶予に関する適格者
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証明願については証明することに決定いたしました。 

 次に、議案第13号 みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例第16条第１項及び第18条第

１項の規定による開発計画に対する意見についてを議題といたします。 

事務局の説明を求めます。 

田山主査 それでは、初めに議案第13号 みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例第16条

第１項の規定による開発計画に対する意見について御説明申しあげます。 

資料 1の１の１ページを御覧ください。 

令和２年９月 17日付けで高松市長から開発計画に対する意見照会がありました。 

これは、２ページのとおり同月15日付けで協議者から香川県知事宛に土地開発行為協議書が

提出されたことによるもので、開発行為を行う土地は森林 0.9521 ヘクタール、宅地等 0.0254

ヘクタール、合計面積 0.9775ヘクタールです。 

表紙を御覧ください。 

土地開発行為の目的は土石の採取（採石事業）です。 

開発計画の内容は２ページに記載のとおり、土工関係で切土、防災施設関係として水路・沈

砂池・植栽工の施工を計画しているものです。 

３ページに位置図を付しています。 

４ページ以降には区域図・計画平面図を付しています。 

９月 25日に地区担当委員と事務局担当者で現地調査を実施し、地区部会で協議した結果、

高松市長には下段の案のとおり「開発区域の下流域には農地が点在することから、引き続き開

発に当たっては、下流域に存在する農地、農作物及び土地改良施設に支障を及ぼすことのない

よう万全の措置を講じていただきたい」と回答したいと考えております。 

次に、資料１の２を御覧ください。 

先ほどと同日付けで、高松市長から開発計画に対する意見照会がありました。 

開発行為を行う土地は森林 0.8035ヘクタールです。 

内容については、前件同様２ページ以降に記載があるとおりです。 

表紙を御覧ください。 

資料１の１と同日に現地調査を実施し、地区部会で協議した結果、高松市長には下段の案の

とおり「事業承継に伴う開発行為で、開発区域の下流域には農地が点在することから、引き続

き開発に当たっては、下流域に存在する農地、農作物及び土地改良施設に支障を及ぼすことの

ないよう万全の措置を講じていただきたい」と回答したいと考えております。 

次に、資料１の３を御覧ください。 

令和２年９月 18日付けで高松市長から開発計画に対する意見照会がありました。 

これも、２ページのとおり同月17日付けで協議者から香川県知事宛に土地開発行為協議書が

提出されたことによるもので、開発行為を行う土地は森林 0.9278 ヘクタール、ため池 0.0036

ヘクタール、合計面積 0.9314ヘクタールです。 

表紙を御覧ください。 



 

20 

土地開発行為の目的は太陽光発電設備用地の造成です。 

開発計画の内容は２ページに記載のとおり、土工関係で切土・盛土、防災施設関係として暗

渠・水路・沈砂池・緑化工の施工を計画しているものです。 

４ページに位置図を付しています。 

５ページ以降には地籍図・土地利用計画図を付しています。 

９月 25日に地区担当委員と事務局担当者で現地調査を実施し、地区部会で協議した結果、

周辺には農地が点在することから、高松市長には下段の案のとおり「開発に当たっては、地元

説明会を開催するなど周辺住民との調整を図るとともに、開発区域の周辺には農地が点在する

ことから、沈砂池の機能を継続的に維持し、周辺農地、農作物及びため池等土地改良施設に支

障を及ぼすことのないよう万全の措置を講じていただきたい」と回答したいと考えておりま

す。 

古免副主幹 次に、みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例第18条第１項の規定による開

発計画に対する意見について御説明申しあげます。 

資料２の１ページを御覧ください。 

令和２年９月 25日付けで高松市長から開発計画に対する意見照会がありました。 

これは、２ページのとおり同月23日付けで協議者から香川県知事宛に土地開発行為変更協議

書が提出されたことによるもので、開発行為を行う土地は森林 2.5750ヘクタール、坂出市の山

林を含めた全体面積は 33.4961ヘクタールです。 

表紙を御覧ください。 

土地開発行為の目的は土石の採取（採石事業）及び土砂等埋立です。 

開発計画の内容は２ページから４ページまでに記載のとおり、土工関係で切土・盛土、防災

施設関係として暗渠・水路・沈砂池・植栽工・法面緑化工の施工を計画しているものです。 

５ページに位置図を付しています。 

６ページ以降には公図・計画平面図を付しています。 

９月 25日に地区担当委員と事務局担当者で現地調査を実施し、地区部会で協議した結果、

高松市長には下段の案のとおり「事業継続に伴う開発行為期間を３年間延長するものですが、

本市における開発区域の周辺には農地及び土地改良施設はなく問題ありません」と回答したい

と考えております。 

 以上、議案第 13号 みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例第 16条第１項の規定によ

る開発計画に対する意見について３件、同条例第18条第１項の規定による開発計画に対する意

見について１件、御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようであ

りますので、議案第13号については原案のとおり意見決定し回答することに御異議ありません

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第13号は原案のとおり意見決定し回答する
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ことにいたしました。 

次に、議案第14号 採石法第33条の６の規定による採取計画認可申請に対する意見について

を議題といたします。 

事務局の説明を求めます。 

古免副主幹 議案第14号 採石法第33条の６の規定による採取計画認可申請に対する意見につ

いて御説明申しあげます。 

資料３を御覧ください。 

令和２年９月25日付けで高松市長から採石法に基づく採取計画認可申請に対する意見照会が

ありました。 

これは、３ページのとおり同月23日付けで事業者から香川県知事宛に採取計画認可申請が提

出されたことによるもので、内容については、先ほど御説明しました議案第 13号の資料２と同

様です。よって、高松市長には下段の案のとおり「事業継続に伴う採取期間を３年間延長する

ものですが、本市における採取区域の周辺には農地及び土地改良施設はなく問題ありません」

と回答したいと考えております。 

 以上、議案第 14号 採石法第 33条の６の規定による採取計画認可申請に対する意見につい

て１件、御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようであ

りますので、議案第14号については原案のとおり意見決定し回答することに御異議ありません

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第14号は原案のとおり意見決定し回答する

ことにいたしました。 

次に、議案第15号 土地改良事業の非農用地区域の設定に対する意見についてを議題といた

します。 

事務局の説明を求めます。 

田山主査 議案第15号 土地改良事業の非農用地区域の設定に対する意見について御説明申し

あげます。 

資料の４を御覧ください。 

令和２年９月16日付けで香南町土地改良区から土地改良事業における非農用地区域の設定に

対する意見照会がありました。 

 事業名は農業基盤整備促進事業 西庄北部地区で、施行面積は 11.8ヘクタール、事業年度は

平成28年から令和４年度で、８月の定例総会において異議ない旨意見決定し回答していたもの

ですが、一部変更があり、その変更部分について再度意見を求められています。 

 面積及び理由については変更前と変わりませんが、４ページのとおり換地計画位置が変更し

ています。 

 非農用地協議に当たっては、第１種農地の転用の不許可の例外に該当するか否かを審査しな
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ければなりません。対象協議番号については、分家住宅で集落に接続して計画されるもので、

不許可の例外に該当し、異議ない旨回答したいと考えています。 

 以上、議案第 15号 土地改良事業の非農用地区域の設定に対する意見について御審議いただ

きますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第15号については原案のとおり異議ない旨決定し回答することに御異議あ

りませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議    長 御異議がないようでありますので、議案第15号については原案のとおり異議ない旨

決定し回答することにいたしました。 

次に、議案第16号 農用地利用集積計画及び配分計画の決定についてを議題といたします。 

事務局の説明を求めます。 

浮田農政管理係長 まず、初めに議案第16号 農用地利用集積計画の決定について御説明申し

あげます。 

資料５を御覧ください。 

本年８月 17日から 31日にかけて、委員の皆様に御協力をいただき開催した農業相談会にお

いて申出のありました利用権設定について農用地利用集積計画を策定するに当たり、令和２年

10月６日付けで高松市長から農業委員会の決定を求められているものです。なお、高松市の公

告予定日は 10月 30日となっています。 

資料を２枚めくっていただきまして、２ページの総括表を御覧ください。 

これが全体の合計で、一番下の申出件数の欄を見ていただきますと、貸借期間３年が 162件、

６年が 156件、10年が 71件、15年が３件、20年が５件、合計で 397件となっており、また、

面積は合計で 1,139,297.97平方メートルとなっております。これは昨年の同時期に比べて、面

積で 5.4パーセントの増加となっております。 

３ページと４ページの表は２ページの表の内訳になっています。３ページの表が農業委員会

による相対での貸借で、件数が 209件、面積が 575,446.14平方メートルです。 

４ページの表が、香川県農地機構を通じた貸借で、件数が 188件、面積が 563,851.83平方メ

ートルとなっており、面積比較で今回の農地集積の 49.5パーセント、ほぼ半分が農地機構を活

用したものとなっています。 

以下、５ページから 18 ページまでが農業委員会による相対での貸借の明細表で、19 ページ

から 35ページまでが香川県農地機構を通じた貸借の明細表となっています。 

ここまでが、農用地利用集積計画書の決定についてでございます。 

続きまして、農用地利用配分計画の決定について御説明申しあげます。 

資料６を御覧ください。 

既に香川県農地機構が農地中間管理権を取得し貸付けを行っていた農地について、今回、貸

付先の変更を行うもので農用地利用配分計画を作成するに当たって、９月 10日付けで高松市長
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から農業委員会へ意見を求められているものです。なお、香川県の公告予定日は 10月 30日と

なっています。 

一枚めくっていただきまして、２ページの明細書を御覧ください。 

明細書の左半分が農地の所有者、権利を設定する農地、所有者から機構が借り上げるために

設定している権利となっており、表の右半分は機構がこれから貸し付ける変更後の耕作者と設

定する権利の内容となっています。貸付けの期間は従前の権利設定期間の残り期間となってい

ます。 

この明細書の１番から 13 番までは、使用貸借に係る農地返還通知の４番に関連しています。

また、14番と 15番は同返還通知の 12番に関連しています。 

以上、議案第 16号 農用地利用集積計画及び配分計画の決定について御審議いただきますよ

う、よろしくお願いいたします。 

議  長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第 16号については異議のない旨回答することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議  長 御異議がないようでありますので、議案第 16号については異議のない旨回答するこ

とに決定いたしました。 

次に、議案第17号 令和３年度高松市農地等利用最適化推進施策等に関する改善意見（案）

についてを議題といたします。 

事務局の説明を求めます。 

西谷農政課長補佐 議案第17号 令和３年度高松市農地等利用最適化推進施策等に関する改善

意見（案）について御説明申しあげます。 

資料７を御覧ください。 

この改善意見（案）につきましては、農業委員会法第 38条第１項の規定に基づき市長に提出

するものです。 

10 月 16 日の金曜日に、三笠会長を始め役員の皆様にお集まりいただき提出していただく予

定でございます。また、この改善意見には各農業委員、推進委員の皆様に本年６月に行いまし

た意見募集により髙砂会長職務代理者、谷口委員、真鍋芳治委員、藤澤推進委員、横田推進委

員、中田推進委員、川原推進委員から御意見をいただきましたので、そのなかで市に対する意

見も盛り込んだ内容とし、今月５日に開催された役員会で案として決定されたものです。 

改善意見の構成は、農地等利用最適化推進の柱となる、「担い手への農地利用の集積・集約化」、

「遊休農地の発生防止・解消」、「新規参入の促進」の３つの大項目と「農業・農村を取り巻く

その他の施策」のあわせて４つの大項目にまとめています。なお、小項目の数につきましては

昨年度の 26項目から９項目を廃止し、７項目を変更し、新たに９項目を加えた 26項目となっ

ています。 

１ページを御覧ください。 

まず、前文について御説明申しあげます。１行目から４行目までは我が国の農業・農村を巡
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る情勢を説明していまして、続く５行目から 14 行目までは国の「食料・農業・農村基本計画」

の改訂や新型コロナウイルス感染症の拡大による農業への影響について述べています。 

15行目からは本市農業に関して記していまして、２ページの７行目までは本市農業委員会が

農業委員会法の改正後２回目の改選を行い、農地等利用の最適化の推進の取組を一層強化して

いく決意を記した後、８行目からは農業を次世代に引き継ぎ、若者が魅力ある産業として取り

組める施策・事業を進める必要から改善意見を提出する旨を述べています。 

それでは、全 26項目の改善意見について要点を御説明申しあげます。 

大項目の１ 担い手への農地利用の集積・集約化に関する施策の改善については４つの小項

目からなっています。 

（１）は、新規の項目で、実質化された「人・農地プラン」の推進体制の整備と中心経営体

が不足していたり見つからない地域への支援、プランの実質化に遅れが出ている地域への支援

に関する意見です。 

 ３ページを御覧ください。 

（２）は、昨年度に続いての項目で、地域の実態に即した積極的な農地の基盤整備の推進を

求める意見です。 

 （３）は、新規の項目で、農地中間管理事業の推進と担い手の確保、経営規模を拡大する認

定農業者への支援に関する意見です。 

（４）は、昨年度に続いての項目で、基盤整備事業と集落営農組織の育成、農地集積を行う

それぞれの関係機関の連携による取組を要望するものです。 

続いて、大項目の２ 遊休農地の発生防止・解消に関する施策の改善についてですが、この

大項目は７つの小項目からなっています。 

４ページをお開きください。 

（１）は、昨年度に続いての項目で、「守るべき農地」の明確化と耕作条件の悪い農地の管理

のあり方について検討を求める意見です。 

（２）も、昨年度に続いての項目で、多面的機能支払制度の利用拡大に関する意見です。 

（３）は、昨年度の項目を変更したもので、遊休農地再生のための取組みの支援に関する意

見ですが、荒廃農地等利活用促進交付金事業の上限額の引上げと、草刈り等をシルバー人材セ

ンターや地域の団体等に依頼した場合の補助制度の創設を要望しています。 

（４）は、昨年度に続いての項目で、「高松市耕作放棄地発生防止土地改良事業」を有効活用

できるよう、補助率や補助要件の再検討を求める意見です。 

（５）は、新規の項目で、土地改良事業の採択要件の緩和を求める意見です。 

 （６）は、昨年度の項目を変更したもので、有害鳥獣対策の強化に関する意見ですが、農地

と山林の境界線にある耕作放棄地の緩衝地帯の設置・維持に関する助成等の要望を追加しまし

た。 

（７）は、新規の項目で、小規模農家に対する補助制度の創設に関する意見です。 

 続いて、大項目の３ 新規参入等担い手に関する施策の改善についてですが、この大項目は
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６つの小項目からなっています。 

（１）は、新規の項目で、新規就農のためのサポート体制の構築や幅広い世代に対する就農

促進の支援を求める意見です。 

（２）は、昨年度の項目を変更したもので、農業次世代人材投資事業の継続・支援に関する

意見です。世帯の前年度所得要件の適切な運用を求める要望を追加しました。 

６ページをお開きください。 

（３）も、昨年度の項目を変更したもので、集落営農の体質強化と後継者の育成に関する意

見で、支援する職員の増員配置の要望を追加しました。 

（４）は、昨年度に続いての項目で、障がい者等が持てる能力を発揮して農業生産活動に参

加する農福連携の推進に関する意見です。 

（５）も、昨年度に続いての項目で、中山間地域における就農支援策の強化に関する意見で

す。 

（６）も、昨年度に続いての項目で、主食用米の計画的な生産と耕畜連携による飼料用米の

生産拡大に向けた支援に関する意見です。 

続いて大項目の４ 農業・農村を取り巻くその他の施策の改善についてですが、この大項目

は９つの小項目からなっています。 

７ページを御覧ください。 

（１）は、昨年度に続いての項目で、国連が定めた「家族農業１０年」の価値と役割が発揮

できる施策の実施に関する意見です。 

（２）も、昨年度に続いての項目で、ＩＣＴの導入により農作業の省力化や高品質化を図る

スマート農業の推進に関する意見です。 

（３）は、昨年の項目を変更したもので、中山間地域等直接支払制度の第５期の内容に対応

した要望としています。 

（４）も、昨年の項目を変更したもので、食育推進運動の強化並びに地産地消の推進に関す

る意見です。昨年度の内容に地産地消の推進の要望を加えています。 

８ページをお開きください。 

（５）は、新規の項目で、防災重点農業用ため池の防災工事の推進に関する意見です。 

（６）は、昨年の項目を変更したもので、本市の農産物のブランド力の強化、６次産業化や

農商工連携の推進に関する意見です。 

（７）から（９）までは、いずれも新規の項目です。 

（７）は、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける農業者等への支援を求める意見です。 

（８）は、新型コロナウイルス感染症による人手不足の対策に関する意見です。 

９ページを御覧ください。 

 （９）は、大型特殊免許取得の支援に関する意見です。 

 以上、議案第 17 号 令和３年度高松市農地等利用最適化推進施策等に関する改善意見（案）

について御審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 
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議  長 ただ今の説明に対して御質問、御意見はありませんか。   御発言がないようで

ありますので、議案第 17号については原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議  長 御異議がないようでありますので、議案第 17号については原案のとおり決定し、市

長に対し提出します。 

続きまして、報告案件に移ります。 

農地法第４条第１項、第５条第１項関係許可状況について事務局の報告及び説明を求めます。 

多田農地係長 農地法第４条第１項、第５条第１項関係許可状況について御報告申しあげます。 

資料８を御覧ください。 

期間は令和２年９月４日から10月７日分までであります。 

まず、許可件数ですが、８月以前の議決分といたしまして４条が０件、５条が10件、９月議

決分といたしまして４条が８件、５条が18件、合計で４条が８件、５条が28件です。 

許可保留件数につきましては、８月以前の議決分といたしまして４条が０件、５条が11件、

９月議決分といたしまして４条が０件、５条が７件、合計で４条が０件、５条が18件です。 

取下についてはありませんでした。 

次に、許可保留の内容について御説明申しあげます。 

２ページを御覧ください。 

５条関係で、元年11月議決分の15番が開発許可未了により許可保留となっています。 

同じく、本年５月議決分の８番が開発許可・直近事業造成工事未了、35番が開発許可未了、

６月議決分の20番が開発許可・直近事業造成工事未了、７月議決分の28番が開発許可未了、37

番が開発許可・直近事業造成工事未了、39番が開発許可未了、８月議決分の１番が直近事業造

成工事未了により許可保留になっています。 

３ページをお開きください。 

同じく、14番が開発許可未了、30番が開発許可・直近事業造成工事未了、使用貸借の７番が

開発許可未了により許可保留になっています。 

４ページを御覧ください。 

９月議決分の２番が開発許可未了、３番が直近事業造成工事未了、４番が開発許可未了、７

番が直近事業造成工事未了、12番・16番・17番が開発許可未了により許可保留になっています。 

以上で今回の許可状況の報告を終了します。 

議   長 ただ今の報告及び説明に対して御質問等はありませんか。   御発言がないよう

でありますので、以上で本日の議事は、全て終了いたしました。 

これで令和２年度第７回高松市農業委員会定例総会を閉会いたします。 

午後４時10分 閉会 
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